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表 1-1 世界の国有林および私有林面積 
 2000 2005 



















出典：FAO (2006; 2010) 
 
もともと豊かな熱帯雨林に覆われていたインドネシアであるが，FRA（Global Forest Resources 



























し，それに伴って木材生産量も縮小していった（Guritno and Murao, 2001; Ichwandi et al., 2004）。
ジャワ島でも，林業公社（Perum Perhutani）の管理・経営する国有林における違法伐採や開墾が地
方分権化期に急増し，人工林資源は著しい打撃を受けた（Asia Forest Network, 2004）。 
このように国有林，特に天然林が減少する一方で，私有林の面積は，1999年の約 1,270,000 ha
から 2004年には約 1,570,000 haに増加した。この間に外島では約 90,000 haの私有林が減少した
が，ジャワ島では外島での減少分を補っても余りある約 390,000 haの増加がみられた（Departemen 





保を図るという形態で造林を行う企業が 2000 年代に台頭してきた。2007 年時点でジャワ島におい

























































































行為のため，ますます森林資源は減少した（Nawir et al., 2007）。 
 
 
図 1-2 天然林時代（1960年代～1990年代）における森林資源の減少要因 

















































Ichwandi et al.（2005; 2007）および及川（1997）によって調査が行われたこれらの私有林は，住民








ジャワ島では 1999年から 2004 年の間に私有林面積が 390,000 ha 増加したが，その大部分は
自主植林ではなく政府の植林政策によるところが大きい。私有地における政府の植林政策は，独
立以降の荒廃地修復に始まり，1980 年代は森林被覆率の増加および木材供給の増産，そして，




1990年代末になって地域社会の収入増加を目標とするようになった（Murniati et al., 2007）。2003
年に開始された「森林・土地修復のための国家運動」（Gerakan Nasional Rehabilitasi Hutan dan 
Lahan; 以下, GN-RHL）は，それまでの植林プログラムの目標や手法を統合し，国有林の修復とと
もに，土地生産性の改善と住民の所得向上を目指した私有林の造成を目標に掲げ，2007 年まで







ニュージーランド，アメリカなどで実施され，林地投資経営組織（Timber Investment Management 














































































大・中規模工場： インドネシア中央統計局は従業員数 20 名未満の工場を小規模，20 名以
上 100 名未満の工場を中規模，100 名以上の工場を大規模と分類してい
る（BPS, 2008）。本研究においてもこれに従い，大・中規模工場と書いた場
















































































の 3つにわけることができる。林業公社が管理するジャワ島の国有林は，その面積の 86 %がチーク























































年に開始された提携私有林造成模範プログラム（Model Pembangunan Hutan Rakyat Kemitraan）
に関して，それぞれ中ジャワ州ウォノギリ県と西ジャワ州タシクマラヤ県の森林局における訪問面接
































インドネシア中央統計局が発行した“Manufacturing Industry Directory 2008”では，20名未満の
工場を小規模，20名以上100名未満の工場を中規模，100名以上の工場を大規模と分類している。




種の変遷を 1980 年，1990 年，2000 年，および 2008 年の定点で見るとともに，各工場の設立時と
2008年時点の 2点の比較も行った。この調査は 2009年 6月から 2010年 1月にかけて行った。 
 












い取りを継続している。B 社が買い取る木材の樹種は約 5 年で伐採が可能なモルッカネムであり，


































                                                        







この調査は 2009年 10月から 2010年 1月にかけて行った。 
 






C集落 218 109 50 
契約造林 
私有地 11 11 100 
農園用地 7 7 100 
 
B社が契約造林を実施している農園用地は 139 haの広さの土地で，PW村内の東端に位置す
る。用益権を有していた D 社という企業が 1987 年までゴムのプランテーションを行っていたが，
2006年時点でこの土地を使用していなかった D社がその権利を B社に販売し，現在では B社が
契約を結びモルッカネムの造林地として使用している（表 2-2）。 
 
















1987年から 2003年 用益権は保持したまま，使用しない期間が続く。 
2003年から 2007年 B社と D社が提携してモルッカネムの植林を実施。 














































hutan, 現在の森林利用事業許可 izin usaha pemanfaatan hasil hutan kayu）が付与されている森林
の面積は，最大で約 61,700,000 ha（1994 年）にまでおよび，これは全国土の 32.4%，全森林面積
の 52%にあたる（図 3-1）。インドネシア林業省は商業伐採が可能な林地の面積を 90,900,000 haと





図 3-1 伐採事業権が付与されている森林の面積の推移 
出典：Departemen Kehutanan（1987; 1988; 1989; 1990; 1991; 
1992; 1994a; 1994b; 1995; 1996; 1997b; 1998; 1999b; 2000; 






いると FAO（2010）は報告している（表 3-1）。 
 
表 3-1 インドネシアの森林面積およびバイオマスの推移 
 1990年 2000年 2005年 2010年 
面積（千 ha） 118,545 99,409 97,857 94,432 
%* 100.0 83.9 82.5 79.7 
バイオマス量**（百万 ton） 34,758 32,302 30,424 27,698 






1999 年林業法第 5 条によると，国有林の利用区分は生産林，保安林，保護林に大別される。ま
た国有林に対する住民の権利は，慣習林，村落林，およびコミュニティ林として一定程度は認めら
れている。国有林以外の森林については，同第 5 条で「権利林（hutan hak）とは，所有権のある土
地に存在する森林で，私有林（hutan rakyat）とも呼ばれる」と定めている。1999 年林業法以前は，
所有林（hutan milik）という用語が用いられていた。1997 年の林業大臣決定第 49 号「私有林の資
金と経営」6によると，植生からみた私有林は，「面積 0.25 ha 以上で，その 50%以上が樹木および








                                                        
6 Keputusan Menteri Kehutanan Nomor 49/Kpts-II/1997 tentang Pendanaan dan usaha hutan rakyat 



















林業省の統計では，インドネシアの私有林の面積は，1999年の約 1,270,000 haから 2004年に
は約 1,570,000 haに増加した。この間に外島では約 90,000 haの私有林が減少したが，ジャワ島で
は外島での減少分を補っても余りある約 390,000 ha の増加がみられた（Departemen Kehutanan, 
1999a; 2004）。そして，島面積がインドネシア全土の 10%に満たないジャワ島に私有林の約 50%が
存在する（Departemen Kehutanan, 2004）（図 3-2）。私有林面積の割合を州ごとに見ると，ジャワ島
はその割合が他の地域に比べて高くなっている（図 3-3）。これは，インドネシア政府が植林政策，
特に私有地を対象とした政府の植林プログラムがジャワ島に集中し，その実績の 66.4%がジャワ島





図 3-2 各島の私有林面積の推移 
出典：Departemen Kehutanan（1999; 2004） 
 
 








































1）自主植林による私有林（hutan rakyat swadaya）：住民が自ら植樹，利用をしてきた森林 
2）補助金による私有林（hutan rakyat subsidi）：GN-RHL 以前に行われた植林プログラムによって
造成された森林 
3）融資による私有林（kredit usaha hutan rakyat）：資金を貸与することで住民の植樹を促すプログラ
ムによって造成された森林（Departemen Kehutanan, 1997a） 
4）造林基金による植林（DAK DR 40%）：天然林の伐採から徴収する造林基金の 40%を用いて行
われた植林 



























面積（ha） 966,722 131,091 41,786 18,918 409,899 1,568,416 















であっても，報酬が支払われる。2003年の計画面積は 300,000 ha，実績は 295,000 haであった。
国有林外を対象とした植林は 137,000 ha であり，うち 90,000 ha（65.7%）はジャワ島で実施された












は，上記農民グループ三役を通して参加世帯に分配される（Departemen Kehutanan, 2003）。 
植栽樹種について，「2003年GN-RHL実行指針」10は参加世帯に選択権があるとしているが，ウ
ォノギリ県ではチークが最も適しているという決定が県レベルでなされ，県下の全農民グループに
                                                        












配布と木材の買い取りを開始し，2007 年までに，私有地に 74,713 ha を植林した（Departemen 




表 3-3 インドネシアにおける契約造林実施企業数，面積，および樹種 
 企業数 造林面積（ha） 造林樹種 
スマトラ島 6 55,500 アカシア 
ジャワ島 5 7,495 モルッカネム 





2 1,100 N.D. 






はその手段の一部をなしている。林業省は，2003 年に開始された GN-RHL の後継プログラムとし
                                                        
11 2006年 7月 25日 県森林局に対する聞き取り。 









ラムにより 2007年には約 6,000 haの私有林が造成されたと報告されており，さらに 2009年までに
インドネシア全土で 12,000 haの植林が計画されていた（2008年林業大臣規則第 54号13）。そして
2010 年からは，流域管理事務所がコーディネーターとしての役割を終え，住民と企業間での契約










使われることになっており，B 社の他の製品と同じ流通経路にのって輸出される。2008 年 12 月に
12.5 haのパイロットプロジェクトが始まり，2009年 2月に一般プロジェクトも含めた B社が担当する







                                                        
13 Peraturan Menteri Kehutanan Nomor P.54/Menhut-II/2008 Rencana kerja kementerian / lembaga (RENJA-KL) 
Departemen Kehutanan tahun 2009 















書（Surat Keterangan Asal Usul; SKAU) 」が要求された。2006 年時点では，モルッカネム，ゴム
（Hevea brasiliensis），ココヤシ（Cocos nucifera）の 3 種類の材の運搬に際してのみ証明が必要で
あったが，多様化する私有林材の樹種に対応するため，2007 年には「権利林から生産された木材
搬出のための原産地証明書の適用の改定」17によって，アカシア，チーク，マホガニーなど 21樹種
が新たに加えられた（表 3-4）。21 種以外の樹種に関しては「原木合法証明」（Surat Keterangan 







                                                        
15 Peraturan Menteri Kehutanan Nomor P.26/Menhut-II/2005 tentang Pedoman pemanfaatan hutan hak 
16 Peraturan Menteri Kehutanan Nomor P.51/Menhut-II/2006 tentang Penggunaan Surat Keterangan Asal Usul 
(SKAU) untuk pengangkutan hasil hutan kayu yang berasal dari hutan hak 
17 Peraturan Menteri Kehutanan Nomor P.33/Menhut-II/2007 tentang Perubahan Kedua Atas Peraturan Menteri 
Kehutanan Nomor P.51/Menhut-II/2006 tentang Penggunaan Surat Keterangan Asal Usul (SKAU) untuk 
pengangkutan hasil hutan kayu yang berasal dari hutan hak 




表 3-4 原産地証明書の適用が定められている 21樹種の一覧 
 和名 学名 備考 
1 アカシア属 Acasia spp. アカシア属全般 
2 － Celebium dulce － 
3 リタク Pterospermum javanicum 西スマトラ州に限り適用 
4 ドリアン Durio zibethinus － 
5 スリアン Toona sureni － 
6 アントセファルス属 
（カランパヤン等） 
Anthocephalus spp. － 
7 チーク Tectona grandis バンテン州，西ジャワ州，中ジャワ州，東ジャワ
州，ジョグジャカルタ特別州，東ヌサテンガラ州，
および西ヌサテンガラ州には適用されない 
8 メリナ Gmelina arborea － 
9 パラゴム Hevea braziliensis － 
10 モモタマナ Terminalia catappa － 
11 シナモン属 Cinamoum spp. － 
12 マホガニー属 Switenia spp. バンテン州，西ジャワ州，中ジャワ州，東ジャワ
州，ジョグジャカルタ特別州，東ヌサテンガラ州，
および西ヌサテンガラ州には適用されない 
13 マカダミア Makadamia ternifolia － 
14 バクチリン Litsea spp. 西スマトラ州に限り適用 
15 インドセンダン Azadirachta indika － 
16 ククイ Aleurites molucana spp. 北スマトラ州に限り適用 
17 － Parkia javanica － 
18 スキマ属（イジュ等） Schima spp. － 
19 モルッカネム Paraserianthes falcataria － 
20 スンカイ Peronema canescens － 
21 アルトカルプス Arthocarpus elasticus 西スマトラ州に限り適用 










県内）流通用の移送許可証明書（Surat Angkutan Kayu Milik; SAKM）（写真 3-1）を独自に設定し
ていた19。この移送許可証明書への課税に関しては，2008 年第 2 号タシクマラヤ県知事令「タシク
マラヤ県内の権利林・私有林利用についての県条例の実行指針」に示されており，原木であれば
1 m
3あたり Rp. 1,000，製材であれば 1 m3あたり Rp. 2,000の税を納めなければならない。 
 
 
写真 3-1 タシクマラヤ県内流通用の移送許可証明書の現物 
（2009年 11月著者撮影） 
 
                                                        
19 Peraturan Bupati Tasikmalaya Nomor 2 Tahun 2008 tentang Petunjuk Pelaksanaan Tata Usaha Hasil Hutan Hak / 








降，その量は急激に増加している（図 3-4）。2006年には 185,243 m3，2007年には 200,111 m3に
なり，この量は県内のモルッカネムの大部分を購入している B 社の同年の木材使用量約 140,000 
m




図 3-4 タシクマラヤ県のモルッカネム生産量 





























1974～78 年）には，第 1 次石油ブームと資源ナショナリズムの影響を受け，外国企業を排除し，国
内森林開発企業を育成した。木材工業化期（第 3 期：1979～85 年）には，第 2 次石油ブームによ
って財政事情が改善された事による木材工業化政策への転換が起こった。木材加工業の肥大化
期（第 4 期：1986～88 年）には，世界経済の回復とともにインドネシアの合板産業が急速な成長を
32 
 












図 4-1 用材生産量と伐採事業権由来の用材生産量の推移 






                                                        























































































































代に入ると木材加工産業の発展に起因する天然林資源の枯渇が顕在化し（Guritno and Murao, 
2001; Ichwandi et al., 2004），1997/98 年の大規模な森林火災や増加し続ける違法伐採・開墾，
2000 年代になると海外への密輸も相まって（Thee, 2009），インドネシアの用材生産の大部分を占
























































































































































































































































































図 4-4 インドネシアの大・中規模工場の工場数および平均従業員数の推移 
出典：Luis（1990）; BPS（1992; 1997; 2002） 
 
2008 年時点では，全国に大規模・中規模の木材加工工場は 1,035 工場あり，その内訳は大規
模工場 354，中規模工場 681 である（表 4-1）。ジャワ島には最も工場が多く存在し，620 工場があ





































表 4-1 業種および規模別にみたインドネシアの木材加工工場数と平均従業員数 
 製材 単板・合板 木質ボード 内装・外装材 計 
工場数 平均従業員数 工場数 平均従業員数 工場数 平均従業員数 工場数 平均従業員数 工場数 平均従業員数 
スマトラ島 
中 68 37  3 44  6 64  33 45  110 41  
大 19 477  22 1,007  5 365  28 317  74 566  
計 87 134  25 891  11 201  61 170  184 252  
カリマンタン島 
中 29 40  0 0  2 33  17 42  48 40  
大 8 328  34 1,400  6 354  8 411  56 994  
計 37 102  34 1,400  8 274  25 160  104 554  
ジャワ島 
マドゥラ島 
中 238 35  12 46  20 53  155 40  425 38  
大 44 307  28 749  43 352  80 368  195 405  
計 282 78  40 576  63 257  235 151.9  620 154  
スラウェシ島 
中 42 36  2 64  0 0  27 43  71 40  
大 3 200  5 787  2 229  3 161  13 421  
計 45 46  7 580  2 229  30 55  84 99  
全国 
中 392 36  18 49  29 53  242 34  681 36  
大 78 330  98 881  57 352  121 350  354 493  


























表 4-2 業種別にみたジャワ島の木材加工工場数と有効回答数 
 電話が通じた工場 
不通・廃業 
合計 有効回答 回答拒否 
小計 他の原料* 
工場数 (%) 平均従業員数 工場数 平均従業員数 工場数 平均従業員数 
製品 
製材 25 (67.6) 354 12 267 37 0 7 204 44 
単板・合板 11 (45.8) 635 13 991 24 1 3 661 28 
木質ボード 19 (55.9) 381 15 396 34 1 8 239 43 
内装・外装材 40 (62.5) 342 24 501 64 1 15 228 80 




表 4-3 規模別にみたジャワ島の木材加工工場数と有効回答数 
 電話が通じた工場 
不通・廃業 合計 
有効回答（%） 回答拒否 小計 他の原料* 
平均 
従業員数 
468 - 2638 29 (54.7) 24 53 1 4 58 
164 - 448 30 (56.6) 23 53 1 15 69 
100 - 161 36 (67.9) 17 53 1 14 68 


















表 4-4 業種別に見た 2008年時点の原木調達先と操業年数 
 私有林 
国有林 
国外 農園用地 計 
平均 
操業年数 ジャワ 外島 
製材 8 6 11 0 0 25 18.0 
単板・合板 7 2 1 1 0 11 14.6 
木質ボード 12 3 1 2 1 19 18.0 
内装・外装材 10 10 16 4 0 40 16.2 
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チーク 4 15 0 0 0 19 （20.0） 21.7 301 
マツ 0 5 0 0 0 5 （5.3） 17.0 264 
ムルバウ 0 0 10 0 0 10 （10.5） 17.6 235 
メランティ 0 0 13 3 0 16 （16.8） 17.4 279 
モルッカネム 26 0 0 0 0 26 （27.4） 11.8 563 
ゴム 3 0 0 1 1 5 （5.3） 20.0 522 
アカガシワ 0 0 0 2 0 2 （2.1） 7.5 963 
その他 4 1 6 1 0 12 （12.6） 18.9 311 













図 4-6 設立時から現在までの使用樹種の変遷 
出典：電話調査 
 
                                                        
21 Keputusan Menteri Kehutanan Nomor: 195/Kpts-II/2003 tentang Penunjukan Kawasan Hutan di Wilayah Propinsi 
























5. 木材加工企業 B社が実施する契約造林 
5.1. B社の概要 
B 社は，第 4 章で示した私有林から材を調達している 37 工場の中で，伐採企業材および林業
公社からの材の調達をやめ現在の私有林材に移行した工場の1つである。従業員数約1,600人の
巨大工場の 1 つであり，ジャワ島内における木材生産動向への影響も大きいと考えられる。この B
社の歴史および動向は，ジャワ島の木材加工産業における使用原木の調達先の私有林への移行
が起きているポスト天然林時代の状況を代表していると言える。 
B社は Bグループの中の 1企業である。Bグループは加工部門を担う 4企業（工場）と，原料調達





図 5-1 Bグループの工場の所在地 
 
B 社は 1993 年に設立され，当初は林業公社のマツを調達し，ドア用のフィンガージョイント加工
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社に挟まれるように立地し，原木調達競争に負け廃業したところを 2007 年に B グループに買収さ
れた。当初からこの 2 工場ともにモルッカネムのランバーコアボードの製造を続けている。ジャワ島
にあるこの 3 工場ともに，西ジャワ州の南部から中ジャワ州にかけた広い範囲で原料を調達してお






表 5-1 B社の原木調達の歴史 
 93 94 95 96 97 98 99 00 01 02 03 04 05 06 07 08 09 
原木調達先 
林業公社（ジャワ島国有林）          
  伐採企業（外島国有林）        
     私有林 
使用樹種 
マツ          
  メランティ        
     モルッカネム 
製品 
集成材        










































2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009
thousands
Purchase price 
of raw timber 
(Rupiah)













1993 年から 2000 年までの年間原木使用量は約 80,000 m3，2000 年から 2004 年までは約
120,000m
3であり，2005 年には約 200,000 m3に到達したが，現在は約 140,000 m3 とピーク時の
2005年の生産量を下回っている。原木の使用量が減少したのは，2001年から 5年以上モルッカネ
ム材を供給し続けてきたことによって，私有地における立木の蓄積が減少したためである（2009 年




































始した。2008年現在の契約面積は，それぞれ私有地 6,323.3 ha，軍用地 235.4 ha，農園用地 93.8 




れる（表 5-2）。配布される苗木の数は，未利用地の場合，2×3mの植栽間隔を基本とした 1,650本 
/ ha，すでに何らかの利用がなされている土地に対しては既存の植生の間に植栽されることを想定
し，1,000 本 / ha 以下である。一方，農園用地における契約造林では，私有地同様，肥料とともに




















る。原木価格は現在上昇傾向にあり，今後年率 10%で上昇を続けるという見通しを B 社は立てて
いる22。具体的には，私有地における契約造林は材の安定供給の強化の役割を担い，将来的に
は約 230,000 m3 / 年の原料を調達することができると B社は試算している。これは，B社の最大原





                                                        
22 原木価格に関する B社提供資料より。 
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表 5-3 ステークホルダー別にみた契約造林を実施するメリット・デメリット 




































伐採時期 決定権あり - - B社次第 
買取・販売 
価格 
決定権あり - - B社次第 

























































表 5-4 PW村の製材所の概況 
 製材所 U 製材所 H 製材所 E 
立地 C集落 S集落 L集落 
設立年 2005 2007 2009 





機械 自己資本 B社 100%出資 自己資本 
資本 自己資本 B社 50%出資 自己資本 
モルッカネムの調達地 私有地 
生産量（m3）/月 90 48  42  
原木買い（原）： 
立木買い（立） 
1 : 9 10 : 0 10 : 0 
買い取り価格 












（Rp. / m3） 
1,100,000 － 1,000,000 
















































































人口は約 1,710,000人，面積が 2,713 km2，人口密度は 629人 / km2であり，西ジャワ州平均 1,092
人 / km2より低くなっている（BPS Kabupaten Tasikmalaya, 2009）。 
2009年の PW村の村政要覧（profil desa）によると，C集落の標高は 325 m，面積は約 6.6 km2，






図 5-5 タシクマラヤ県および PW村 C集落の位置 
 
これまでに木材伐採を行ったことがある世帯は調査対象全 109世帯のうち 45世帯（41.3%）あっ
た。C 集落における木材生産量をみると，1999年の B社買い取り開始の翌年と 2005 年の B社の
買い取り価格の上昇に反応して生産量が増加したが，その反動で 2006 年の生産量は減少した
（図 5-6）。これは，私有地における森林資源蓄積量の減少が原因であるといわれており，このこと































調査対象世帯（集落内の 50%の世帯：109世帯）全体の木材生産量は，最も少ない年で 2 m3，
多い年でも 80 m3であり，年ごとのばらつきが大きいことはもとより，世帯あたりの年間生産量は1 m3
を下回る。また，各世帯が毎年生産しているわけではなく，さらに家計に占める木材生産からの収
入の割合は微々たるものであった。 





齢の差はわずか 2 歳であった。また，集落の世帯主年齢の平均は 48.1 歳であり，伐採理由ごとの
世帯主平均年齢に大きな特徴はないと言える。 
 
表 5-6 C集落における伐採世帯の伐採理由 
理由 収入 建材 急な出費* 計 
N 32 2 11 45 
% 71.1 4.4 24.4 100.0 







全 109世帯のうち 79世帯（72.5%）にのぼった。このうち，再植栽を行ったことがある世帯はこの 79
世帯中 32 世帯（40.5%）と半数以下であった。再植栽を行ったことがない世帯が多いのは，多く世
帯が近年初めて植栽を行い，まだ伐期を迎えていないためであると考えられる。そのことは，植栽
を開始した世帯数を年ごとに示した図 5-7 を見ると明らかである。1989 年に開始された政府主導
のモルッカネム普及政策「セゴニサシ」の影響（及川, 1996）で 1990 年に植栽を開始した世帯が増
加している。そして，B 社の買い取りが始まった 1999 年頃にも植栽を開始する世帯が多く見られ，
61 
 








も多く，植栽世帯 79世帯のうち 37世帯（46.8%）にのぼった（表 5-7）。また，理由別に世帯主の平
均年齢をみると，定期的な収入として，もしくは将来への貯蓄として植栽を行っていた世帯の年齢
が若く（それぞれ 46.2 歳，46.1 歳），建材用や農業が困難な年齢になって土地が余っているからと
いう理由の世帯は高くなっていた（それぞれ 51.4歳，64.6歳）。 
 
表 5-7 C集落における植栽世帯の植栽理由 
理由 定期的な収入 将来のため 建材用 土地余り 計 
N 37 16 23 3 79 
% 46.8 19.8 28.4 3.8 100.0 































栽世帯（684 m2）＞植栽のみ世帯（443 m2）＞非経験世帯（34 m2）と，同じ順番になった。 
 








農業 農外 1999年 2009年 
伐採・植栽世帯 45 50.1 3.3 1,006 7,939 4,823 5,507 
植栽のみ世帯 36 46.7 3.3 323 5,702 1,725 2,168 










































私有地 55.0  3.1 1,297 3,638 10,353  
8   
（72.7）  
3   
（27.3）  
農園用地 53.3  3.1 1,297 2,389 4,958  
5   
（71.4）  
2   
（28.6）  
集落平均 48.1  3.2 680 5,961 2,887  

























































私有地 1,985  0.4   
農園用地 1,886  19.4   
集落平均 1,389  26.2   



























































































図 6-1 インドネシアにおける原木供給源と業種 
 
この私有林材を使用している企業の中で，以前は他の調達先から原木を調達していた木材加
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